
競争参加者の少ない工事の特性に関する基礎的調査 
 

国総研 正会員 ○木地稔 国総研 正会員 光谷友樹 国総研 正会員 星野誠 
国総研 正会員 林基樹 国総研 正会員 秋元佳澄 国総研 正会員 中洲啓太 

 

１．はじめに  

 平成 17 年の「公共工事の品質確保の促進に関する法律」成立を契機に，一般競争入札・総合評価落札方式

の適用が急速に拡大し，現在では，国土交通省直轄工事のほとんどで一般競争入札・総合評価落札方式を適用

している.一般競争入札・総合評価落札方式の適用を基本とする中，維持修繕工事等は，競争参加者が少なく，

入札不調や１者応札が起きやすいことが課題となっており，入札契約制度や積算制度の改善等による対策が

求められている．本稿では，競争参加者の少ない工事特性について基礎的な調査を行ったので報告する. 

２．競争参加者数の傾向  

２．１ 工種別競争参加者数 

工種別の競争参加者数を比較すると，鋼橋上部，一般土木，アスファ

ルト舗装等が多く，機械設備，通信設備，維持修繕等は少ない傾向にあ

る（図-1）．例えば，維持修繕工事では，平均の競争参加者は 3.0 者で

あり，1 者応札が最も多く，競争参加者が多くなるほど工事件数は少な

くなっている（図-2）． 

２．２ 工事規模（予定価格）と競争参加者数の関係 

 一般土木工事における予定価格と競争参加者数の分布をみると，予

定価格が小さいほど競争参加者が少ない傾向があり，反対に競争参加

者が多い工事は，予定価格が大きい工事で多くみられる（図-3）． 

３．技術的難易度評価と競争参加者数の関係  

競争参加者が少ない工事の特性を把握するための基礎情報とするた

め，工事発注毎に発注者が行う「技術的難易度評価」における該当項目

数と競争参加者数の関係を調査した．   

３．１ 技術的難易度評価 

技術的難易度評価は，工事発注毎に，

図-4 に示した小項目別に，運用表に従

って，発注者がＡ～Ｃの３ランクで評

価する．本調査は，平成 25 年度から平

成29年度に国土交通省が総合評価落札

方式を適用した工事約 3 万件のうち，

技術的難易度評価結果のある工事を調

査対象とし，工事毎に表-1 の 24 種の小

項目のうち，Ａ判定（特に困難な，また

は，高度な技術を要する）及びＢ判定

（困難な，または，高度な技術を要す

る）の項目数をカウントし，競争参加者

数との関係を調査した． 
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図-1 工種別の競争参加者数 

図-3 予定価格と競争参加者数 

 
図-2 維持修繕工事の競争参加者数 
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３．２ 調査結果 

比較的工事件数の多い，工事規模

（予定価格）が 0.6 億～3 億円の一

般土木工事について，技術的難易度

評価におけるＡ・Ｂ判定の平均項目

数と競争参加者数の関係を図-4 に

示す．なお，平均項目数は，全評価

項目（24 種），自然条件に関する項

目（5 種），社会条件に関する項目（7

種），マネジメント特性に関する項

目（7種）別にカウントした． 

0.6 億～3 億円規模の一般土木工

事では，競争参加者が少ない工事

は，技術的難易度評価におけるＡ・

Ｂ判定の項目数が多くなる傾向が

みられた．技術的難易度評価の小項

目（自然条件，社会条件，マネ

ジメント特性）のグループ毎

に比較した場合も，同様の傾

向がみられた． 
４．施工者からみた競争参加

者の少ない工事特性 

 施工者の意見に基づき，競

争参加者が少ない工事の特性

を把握するため，施工者が積

極的な応札を敬遠する工事の

条件について，ゼネコン等で

施工者の経験のある技術者に

ヒアリングを行った．その結

果，表-2 に示すように,小規

模，特殊技術がある，施工規模に比して工期が長い，地元調整が多い，

積算上，応札価格に見合った費用で施工できない工事等に対し，応札意

欲が低下するという意見があった.  

５．まとめ  

近年，災害復旧における入札契約方式の適用ガイドラインに基づき，

随意契約，指名競争入札，フレームワーク方式等が適用されており，平

常時においても，工事の特性上，必要な場合に，一般競争入札・総合評

価落札方式に限らず，多様な入札契約方式が適切に選択することが必要

と考えられる.引き続き，競争参加者が少ない傾向にあり，不調・不落，

少数応札が発生しやすい工事特性の明確化を進め，地域インフラを支え

る体制確保に寄与する入札契約制度や積算制度の改善のための基礎資料

として活用していく予定である． 

表-1 工事技術的難易度評価の小項目別運用表 

図-4 工事技術的難易度評価と競争参加者数 

表-2 積極的に応札しない工事条件 
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